	文教福祉委員会会議録　

	開会日
	平成２４年９月２４日（月）午前１０時　　

	閉会日
	平成２４年９月２４日（月）午前１２時１２分

	場　所
	長久手市役所　西庁舎２階　第７・８会議室

	出席委員
	委員長　  じんの和子　

副委員長　　佐野尚人
委　　員　　さとうゆみ　　青山直道　　田ひでき

正木祥豊　　　加藤和男

	欠席委員
	な　し

	欠　員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　田一平
福祉部長　伊藤　泉

同次長　三浦　肇

保健医療課長　浅井雅代

同主幹　中村美枝

同課長補佐兼国保年金係長　出口史朗
医療係長　若杉雅弥

長寿課長　加藤孝之

同課長補佐兼いきいき長寿係長　水野敬久

同介護保険係長　中野智夫

福祉課長　中西直起

同課長補佐　西山琢也

同社会福祉係長　浅井俊光

教育長　青山守孝

教育文化部長　松井豊明
教育文化部次長兼教育総務課長　布川一重

同課長補佐兼施設係長　日比野裕行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計１７名　　　

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　伊藤祐司　　
議会事務局長　松原幸雄　　　　専門員　山田伸恵

	会議録
	下記のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
認定第２号
保健医療課長　認定第２号平成23年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定につい
て説明

さとう委員　　特定健康診査等事業費について、受診率が、22年度は48.9％、23年度
は44.8％と下がっている理由は何か。また、受診率を上げる努力はしているか。
保健医療課長　受診率が下がっている原因は、未受診者に通知をする時期において、電
算システムの切り替えがあったことも理由と考えられる。今後も、窓口、広報等で周知していく。
さとう委員　　特定健康指導について、動機付け支援も積極的支援も対象者数に対して

の利用者数が低いように思うがどうか。

保健医療課長　前年度より実施率は向上している。今後は検討し取り組みたい。

さとう委員　　短期保険証はどのくらい発行しているか。

保健医療課長　平成23年度は、３か月短期保険証の対象は339世帯、その内、発行した人は281世帯、６か月短期保険証の対象13世帯、その内、発行した人は12世帯である。平成22年度は、３か月短期保険証の対象は395世帯、６か月短期保険の対象は27世帯である。

さとう委員　　中学３年生までの人で、短期保険証を渡せない人もいるのか。

保健医療課長　高校生以下は滞納の方でも、６か月の短期保険証を出している。中学生

以下の数字は持っていない。
佐野委員　　　特定健康診査の目標年時はいつか。
保健医療課長　平成24年度である。本年度次の計画をする。

佐野委員　　　ペナルティーは発生するのか。

保健医療課長　具体的に文章化されていない。ペナルティーはないと思う。

じんの委員長　特定健康診査について、平成23年度は22年度に比べ下がっているが、長久手市の愛知県内の順位はいくつか。

保健医療課長　23年度の暫定数字であるので、県内の順位はわからない。平成22年度で言うと愛知県平均は35.4％、長久手市の順位は11番目である。

じんの委員長　先進地と長久手市を比較したことはあるか。

保健医療課長　先進地では未受診者に通知し、常日頃からきめ細かいＰＲをされている。

じんの委員長　医療費は1億2,000万円増額しているが、国民健康保険の方において、ジェネリックの普及はどうか。
保健医療課長　ジェネリック医薬品を国民健康保険の方がどれほど使用しているかは把握していない。

じんの委員長　国民健康保険税の減免についての大きな理由は何か。
保健医療課長　社会保険から後期高齢者医療に移行して、被扶養者に一気に国民健康保険税がかかったことによる減免の方が６件で、失業の方が1名。

じんの委員長　所得がどのくらい減った人が対象か。

保健医療課長　所得が2分の１以下になった方である。

じんの委員長　国民健康保険税の軽減については、国の制度で自動的に行われるものか。

保健医療課長　その通りである。

じんの委員長　国民健康保険税の軽減の対象者の前年度総所得はいくら以下か。

保健医療課長補佐　7割軽減は合計33万円以下が該当、5割軽減は、合計33万円以下＋24万5,000円×（加入者数－１)以下、2割減額は、33万円＋35万円×加入者数である。平成22年度は6割軽減、4割軽減であった。
さとう委員　　国民健康保険加入者の所得階層別人数はどのようか。

保健医療課長　500万円未満287世帯、400万未満460世帯、200万以上300万未満は838世帯、100万以上200万円未満は1,394世帯、100万円未満は1,012世帯である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第２号平成23年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第２号は、認定
認定第７号
保健医療課長　認定第７号平成23年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定について説明

さとう委員　　後期高齢者医療保険料現年度分収納率99.16％ということだが、不能欠
損は何名か。
保健医療課長　５名の方である。
さとう委員　　後期高齢者保健事業委託について昨年度より300万円増額している理由

は何か。
保健医療課長　受診者が増加したことに加え、生活機能評価について、22年度までは長

寿課（当時は福祉課）が支出していたが、23年度は別々になり、委託単価が上昇したため。
じんの委員　　後期高齢者医療保険料現年度分収納率99.16％であるが、22年度は99.66
であり、収納率が落ちている。未納の人は、普通徴収の方か。また、市への相談はあるか。
保健医療課長　普通徴収の方である。特別徴収の方はほぼ100％の収納率である。分納

の方が５件あり、相談をした。督促状を出すと、その内半分ぐらいから連絡があり相談をしている。

じんの委員　　軽減された人はいるか。

保健医療課主幹　いる。

加藤和男委員　後期高齢者保健事業委託の中の健康診査受診者数は956人で、平成22年
より増加しているが、受診率はどのくらいか。
保健医療課長　平成23年度は33.29％。後期高齢者医療広域連合全体で31.61％。

じんの委員　　後期高齢者医療制度の改正があると思うが、その進捗状況はどうか。

保健医療課長　社会保障と税の一体化関連法案の決議の際には、改正は先送りとなった。
以前検討されていた改革案は、年齢による差別をなくし、広域化で運営するということであったが、今後は、国の動向を注視していきたい。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第７号平成23年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第７号は、認定

議案第43号
保健医療課長　議案第43号平成24年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について説明

　　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第43号平成24年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第43号は、原案のとおり可決

この際、暫時休憩

午前１０時５６分休憩
　　　　　　　
午前１１時５分再開

再開

　
認定第６号
長寿課長　　　認定第６号平成23年度長久手市介護保険特別会計決算認定について説明

さとう委員　　介護予防一般高齢者施策事業費に関して、アクア教室、筋力向上トレー

ニング、いきいき倶楽部事業は22年度と比較し、参加者は増えたか。
長寿課長補佐　増加している。人数は、後ほど表にして提出する。
じんの委員　　介護予防特定高齢者把握事業について、生活機能評価委託が824万円減

少しているのはなぜか。
長寿課長　　　22年8月に法改正があり、２次予防対象者については、基本チェックリ
ストのみで可能となったためである。

じんの委員　　介護予防特定高齢者を調査し介護予防事業を進めているか。
長寿課長補佐　チェックリストのアンケートを行い、介護の恐れのある方については、

教室への参加を促している。該当者は、優先的に受講してもらっている。

じんの委員　　包括支援事業について相談件数は前年度と比較し72件増加しているが、

地域包括支援センターの認知度が上がったためか。

長寿課長　　　地域に出向いた実施事業として、愛知たいようの杜では映画会、社会福

祉協議会では手品などの事業を毎月行い、その都度ＰＲしている。
じんの委員　　包括的支援事業の事業費　24,700千円の内訳は。

長寿課長補佐　愛知たいようの杜は1,520万円、社会福祉協議会は950万円。

じんの委員　　ケアプランの作成は、愛知たいようの杜と社会福祉協議会では、どちら
の方が少ないか。

長寿課長　　　南中校区の愛知たいようの杜の方が少ない。
じんの委員　　第4期が終了し、第5期になり、この介護予防実績をどのように捉えた

か。
福祉部長　　　介護予防の実績を踏まえ、地域の情報を収集し、新しい事業を考えたい。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第６号平成23年度長久手市介護保険特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第６号は、原案のとおり認定

議案第42号
長寿課長　　　議案第42号平成24年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）について説明

　　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第42号平成24年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第42号は、原案のとおり可決
議案第50号
福祉課長　　　議案第50号長久手市社会福祉法人の助成に関する条例の制定について説明

青山委員　　　条例化することにより、対象となる施設はどこか。
福祉課長　　　社会福祉協議会、愛知たいようの杜、名古屋文化キンダーホルト、たか

ぎ作業所の４か所である。
青山委員　　　今までの状況はどのようか。

福祉課長　　　社会福祉協議会のみ補助金を出していた。

青山委員　　　他の３件について、相談等はなかったか。

福祉課長　　　結果として補助はなかった。これまでに、助成要望の意向もあったが

市からの補助はなかった。

青山委員　　　４施設だが、今後増える可能性はあるか。
福祉課長　　　市内に法人が設立されれば対象となる。本拠地を長久手市に置く新しい
法人が設立されれば対象となる。

田委員　　　監査で指摘されたと聞くが、この強制力はどのようか。

福祉部長　　　市監査委員からの改善の指示として強制力があると認識している。
さとう委員　　愛知県下で、条例化している数はどのくらいか。

福祉課長　　　瀬戸市、尾張旭市は要綱で出している。みよし市、日進市、豊田市、豊
明市、名古屋市、東郷町などは条例化している。県下の数字は持っていない。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第50号長久手市社会福祉法人の助成に関する条例の制定については、全員が賛成。
議案第50号は、原案のとおり可決
議案第51号
教育文化部次長　議案第51号（仮称）長久手第三中学校家具の買入れについて説明

さとう委員　　家具について放射能の汚染は大丈夫か。どこの材料なのか調べているか。
教育文化部次長　家具については、コクヨは関西、オカムラは関西や関東の埼玉、茨城、
宮城、ダイイチは愛知県材を青森で合板加工、秋田で圧着加工、静岡で組み立て、ヤガミは岐阜、ウチダは宮城で組み立て、出荷している。
正木委員　　　指名競争入札であるが、メーカーが決まっているならば、なぜメーカー

と直接しないのか。代理店を通せばマージンがかかる。

教育文化部次長　指名審査会の入札の規定に従い、登録業者の中の、文房具・事務機器
業者12者で指名競争入札をした。

正木委員　　　登録のあるなしではなく、今後はメーカーと直接行うようにしてほしい。

教育文化部次長　このことは、教育委員会だけの事ではないので担当課に申し送りします。
さとう委員　　家具は放射能の影響はなく安全か。また、愛知県産の木を使用すると補
助が出るというがどうか。

教育文化部次長　福島県産の材料はなく、影響はない。机はすべて愛知県産である。

さとう委員　　市の教育委員会で調査はしないか。

教育文化部次長　これ以上の調査は考えていない。仕入先はメーカーを通して、生産、加工の調査をしている。

佐野委員　　　放射能の確認はしないのか。

教育文化部次長　放射能の確認は、直接はしない。

加藤和男委員　テーブル、椅子などは、メーカー指定であったのかそれとも同等品か。

教育総務課長補佐　入札の段階で、学校と相談し、原則メーカー指定とし、結果的には、どの業者も指定のものを仕入れることができた。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
正木委員　　　賛成討論で、設計の中でメーカー指定であるならば、代理店にまる投
げでなく、メーカーと直接行うことを検討してもらうことで、賛成討論と
する。
議案第51号（仮称）長久手第三中学校家具の買入れについては、全員が賛成。
議案第51号は、原案のとおり可決
議案第52号
教育文化部次長　議案第52号（仮称）長久手第三中学校楽器の買入れについて説明

田委員　　　楽器のランクとして上、中、下のどのあたりか。
教育文化部次長　長久手中学校、南中学校と同レベルである。
田委員　　　メーカー選考はどのようにしたか。
教育文化部次長　メーカーも長久手中学校、南中学校の音楽の先生にも協力してもらい
選考した。

さとう委員　　長久手中学校、南中学校は吹奏楽が盛んだが、吹奏楽の楽器については
どうか。

教育総務課長補佐　長久手中学校、南中学校と同程度である。

青山委員　　　楽器の種類に関して、長久手の前熊には、お囃子があるが、もっと和楽
器を取り入れる意見はなかったか。
教育総務課長補佐　和楽器を使用する授業があるため、学校側の要望で、和太鼓、締太鼓を取り入れた。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第52号（仮称）長久手第三中学校楽器の買入れについては、全員が賛成。
議案第52号は、原案のとおり可決
　　　　　　　　　（執行部退席）
請願第８号
副委員長　　　請願第８号定数改善計画の早期実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及
び拡充を求める請願について説明

正木委員　　　35人学級の実現において、長久手市が必要とする経費と就業者の平均年
齢はどのようか。また、平成22年度に文部科学省は全国の小中学校に臨床心理の専門知識を持ったスクールカウンセラーを6,000人以上配置した。また、平成25年度には、いじめ対策総合推進事業として、さらに社会福祉士などのスクールソーシャルワーカーを1,000人増やす計画があるが、配置を増やす理由は何か。
副委員長　　　長久手市では、各校に１名ずつ加配をしている。１人当たりの給与は25
万円、平均年齢31歳である。また、スクールソーシャルワーカーの増員の理由としては、多様化するいじめの問題に対処するように考えていると思われる。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第８号定数改善計画の早期実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を求める請願については、全員賛成にて採択。
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午前１２時１２分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２４年９月２４日
文教福祉委員会委員長　　じんの和子
PAGE  
2

